
 

地域生活支援事業実施要綱（抜粋） 

 

障害者相談支援事業 

 

１ 概要 

市町村は、障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等からの相談に応じ、 

必要な情報の提供及び助言その他の障害福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行う 

とともに、虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整その他の障害者 

等の権利擁護のために必要な援助（相談支援事業）を行う。 

また、こうした相談支援事業を効果的に実施するためには、地域において障害者等を 

支えるネットワークの構築が不可欠であることから、市町村は相談支援事業を実施する 

に当たっては、協議会を設置し、中立・公平な相談支援事業の実施のほか、地域の関係 

機関の連携強化、社会資源の開発・改善等を推進する。 

２ 実施主体 

市町村（必要に応じ複数市町村による共同実施、運営については常勤の相談支援専門 

員が配置されている指定特定相談支援事業者又は指定一般相談支援事業者への委託可） 

（注１） 指定特定相談支援事業者又は指定一般相談支援事業者に委託する場合においては、

事業運営の中立性・ 

公平性を確保する観点から、市町村が設置する自立支援協議会において、委託事業者の事

業計画等について、事業評価を行う等の措置を講じることが適当である。 

３ 事業の具体的内容 

（１） 福祉サービスの利用援助（情報提供、相談等） 

（２） 社会資源を活用するための支援（各種支援施策に関する助言・指導等） 

（３） 社会生活力を高めるための支援 

（４） ピアカウンセリング 

（５） 権利の擁護のために必要な援助 

（６） 専門機関の紹介 等 

（注２） 市町村は、障害者相談支援事業を委託した指定特定相談支援事業者又は指定一般

相談支援事業者に対し、障害支援区分に係る認定調査の委託が可能。 

４ 相談支援体制の例 

相談支援体制については、市町村が設置する協議会を中核としつつ、地域の実情に応 

じ、適切な形で整備を進めることが適当である。 

また、地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターを市町村に 

おいて設置することが望ましい。 

なお、このほか想定される例としては、下記のとおり。 

（１） 障害種別に応じて複数の拠点を設置し、相互に連携する。 

参考資料９ 



 

（２） 介護保険法に基づく地域包括支援センターと一体的に総合的な相談窓口を設置 

する。 

５ 権利の擁護のために必要な援助の例 

障害者等に対する介護者等からの虐待を発見した場合は、迅速に保護のための措置を 

行うよう努めること。また、成年後見制度の利用が必要と認められる場合は、関係機関 

と連携の上、成年後見制度を利用することができるよう必要な支援を行うこと。 

なお、２親等以内の親族の存在が明らかであっても、当該親族による支援が見込まれ 

ない場合は、市町村長が、知的障害者福祉法第２８条又は精神保健及び精神障害者福祉 

に関する法律第５１条の１１の２に基づき、民法第７条（後見開始の審判）、第１１条 

（保佐開始の審判）、第１５条第１項（補助開始の審判）等に規定する審判の請求を行 

うことができるので、成年後見制度を利用できないことがないよう、その活用に努める 

こと。 

また、精神科病院を訪問し、入院患者の退院に向けた意思決定支援や退院請求などの 

権利行使の援助を行うよう努めること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

基幹相談支援センター 

 

１ 目的 

基幹相談支援センターは、地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、 

障害者相談支援事業及び成年後見制度利用支援事業並びに身体障害者福祉法（昭和２４ 

年法律第２８３号）第９条第５項第２号及び第３号、知的障害者福祉法（昭和３５年法 

律第３７号）第９条第５項第２号及び第３号並びに精神保健及び精神障害者福祉に関す 

る法律（昭和２５年法律第１２３号）第４９条第１項に基づく相談等の業務を総合的に 

行うことを目的とする施設である。 

２ 設置主体 

（１） 市町村 

（２） 市町村から基幹相談支援センターが行う事業及び業務の実施の委託を受けた一 

般相談支援事業を行う者又は特定相談支援事業を行う者 

※ （２）の市町村以外の者が設置する場合には、市町村に対して届出が必要となる 

ことに留意。 

３ 設置方法 

基幹相談支援センターは、単独市町村又は複数市町村による設置、市町村直営又は委 

託による設置等、地域の実情（人口規模、地域における相談支援の体制、人材確保の状 

況等）に応じて最も効果的な方法により設置することができる。 

４ 業務内容 

基幹相談支援センターは、地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、 

障害者相談支援事業及び成年後見制度利用支援事業並びに身体障害者福祉法第９条第５ 

項第２号及び第３号、知的障害者福祉法第９条第５項第２号及び第３号並びに精神保健 

及び精神障害者福祉に関する法律第４９条第１項に基づく相談等の業務を総合的に行 

う。 

具体的には、地域の実情に応じて以下の業務等を行うものとする。 

（１） 総合的・専門的な相談支援の実施 

・ 障害の種別や各種のニーズに対応できる総合的な相談支援や専門的な相談支援 

の実施 

（２） 地域の相談支援体制の強化の取組 

・ 地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導、助言 

・ 地域の相談支援事業者の人材育成の支援（研修会の企画・運営、日常的な事例 

検討会の開催、サービス等利用計画の点検・評価等） 

・ 地域の相談機関（相談支援事業者、身体障害者相談員、知的障害者相談員、民 

生委員、高齢者、児童、保健・医療、教育・就労等に関する各種の相談機関等） 

との連携強化の取組（連携会議の開催等） 



 

（３） 地域移行・地域定着の促進の取組 

・ 障害者支援施設や精神科病院等への地域移行に向けた普及啓発 

・ 地域生活を支えるための体制整備に係るコーディネート 

※ 基幹相談支援センターは、地域の実情に応じて市町村が設置する協議会の運営 

の委託を受ける等により、地域の障害者等の支援体制の強化を図る。 

（４） 権利擁護・虐待の防止 

・ 成年後見制度利用支援事業の実施 

・ 障害者等に対する虐待を防止するための取組 

５ 人員体制 

基幹相談支援センターは、地域の実情に応じて、地域における相談支援の中核的な役 

割を担う機関として必要となる人員（主任相談支援専門員、相談支援専門員、社会福祉 

士、精神保健福祉士、保健師等）を配置する。 

６ 秘密保持 

基幹相談支援センターを設置する者若しくはその職員又はこれらの職にあった者は、 

正当な理由なしに、その業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

７ その他 

（１） 市町村は、基幹相談支援センターの設置又は運営の責任主体として、基幹相談 

支援センターの運営について適切に関与しなければならない。 

（２） 市町村は、基幹相談支援センターを設置又は委託するに当たっては、協議会等 

において、設置方法や実施する事業内容の事業の実績の検証等を行うこと。 

（３） 基幹相談支援センターは、総合的な相談等の業務を行う上で支障がないよう、 

各業務を行う場所は一体であることが望ましい。 


